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 ポポポーーーララランンンドドド政政政治治治・・・社社社会会会情情情勢勢勢   
（（（２２２０００１１１２２２年年年４４４月月月２２２６６６日日日～～～５５５月月月９９９日日日）））   

平成 24 年（2012 年）5 月 11 日 
H E A D L I N E S 

政治 
下院，年金制度改正法案の議論を開始 

民主左翼連合（ＳＬＤ），党大会を開催 

左派政党がメーデー行進を実施 

コモロフスキ大統領，代表ユニフォームに国家紋章を義務化する改正法案に署名 

当地各紙，上院で提出された報道法改正案に抗議 

野党「法と正義」（ＰｉＳ），サッカー欧州選手権に関するインフラ事業の遅れを批判 

コジェイ国家安全保障局長官がグルジアを訪問 

中国・中欧経済フォーラム及び中国・中欧首相会合の開催 

コモロフスキ大統領及びトゥスク首相がサッカー欧州選手権ボイコットの動きに反対する声明を発表  

ヴィシェグラード４か国（Ｖ４）国防相会合開催 

コモロフスキ大統領がＶ４大統領会合に出席 

コモロフスキ大統領がオランド仏次期大統領に祝意を表明 

コモロフスキ大統領が国家安全保障戦略見直しを総括 

ノルウェー国王夫妻がポーランドを訪問 

シコルスキ外相がミャンマーを訪問 

コモロフスキ大統領がウクライナ情勢に関する声明を発表 

経済 
ポーランドの法律がＥＵの原子力安全法に不整合 

エネア社がコジェニツェ火力発電所に入札する方向 

国営企業５社によるシェール･ガスの共同開発合意 

サポニス社の試掘結果に基づくポーランドのシェール･ガス埋蔵量の推定値 

購買担当者指数（PMI）が減少傾向 

財務省が円建てサムライ債の発行を計画 

ＩＴメーカーの業績が好調 

最低賃金額が改正される予定 

サヴィツキ農業相，韓国への食品輸出促進に関心 

ポーランド企業の外国直接投資の動向 

ポーランド国鉄グループのＰＫＰ ＰＬＫ社新会長が軌道改修事業の推進を表明 

民営化に関するポーランド航空とトルコ航空の協議が開始 

金融監督委員会がタランクス社によるＴＵエウロパの買収に同意 

３年後に電力不足に陥る可能性 

金融政策委員会が主要金利上昇を決定 

社会 
川口淳一郎・宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）教授による講演 

大使館からのお知らせ                                                          
サッカー欧州選手権２０１２期間中の注意事項について 

クラクフ領事出張サービスについて 

平成２４年度分教科書の配付について 

東日本大震災義捐金受付について 

文化行事・大使館関連行事 

在ポーランド日本国大使館 

ul.Szwolezerow 8, 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm 
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政    治 

内    政 
 

下院，年金制度改正法案の議論を開始【２６～４日】 

２６日，下院において，年金制度改革法案に関す

る第一読会が開始。翌２７日には，最大野党「法と正

義」（ＰｉＳ）より，同改正法案を廃案とする決議案が提

出されたが否決された。４日には下院で年金制度改

革に関する特別委員会が設立され，同委員長にネ

ウマン「市民プラットフォーム」（ＰＯ）議員が就任。同

法案にかかる検討作業が開始された。 

 

民主左翼連合（ＳＬＤ），党大会を開催【２８日】 

 ２８日，第５党である，野党の民主左翼連合（ＳＬＤ）

が党大会を開催し，ミレル現党首が党首再選を決め

た（党員の９２％が支持）。同党首は，右派に対抗す

る強い代替政治勢力の建設を主張し，政府の年金

制度改革法案を批判。 

 

左派政党がメーデー行進を実施【１日】 

１日，ワルシャワでＳＬＤと全ポーランド労働組合連

合（ＯＰＺＺ）によるメーデー行進が行われ，２万６，０００

人が参加。これに合わせて，野党第３党である「パリコ

ト運動」は，修正資本主義と題する会議を開催した。 

 

コモロフスキ大統領，代表ユニフォームに国家紋章

を義務化する改正法案に署名【２日】 

２日，コモロフスキ大統領は，オリンピック等の国

際スポーツ大会でポーランド代表ユニフォームに国

家紋章である白鷲を入れることを義務づける法案に

署名した。 

 

当地各紙，上院で提出された報道法改正案に抗議

【７～８日】 

７日，メディアに誤報等を訂正する義務を課す改

正法案が上院に提出された件について，当地メディ

ア各紙が連名で，同改正法案は報道の自由を侵害

するものであるとして，各紙１面に抗議記事を掲載し

た。８日，ボルセヴィチ上院議長は，同メデイアから

の批判を受け，同改正法案を見直す考えを示した。 

 

野党「法と正義」（ＰｉＳ），サッカー欧州選手権に関す

るインフラ事業の遅れを批判【８日】 

８日，カチンスキＰｉＳ党首は，サッカー欧州選手権

２０１２（ＥＵＲＯ２０１２）開催に関連して，６００億ズロ

チ近い資金を投じながらポーランド国内の鉄道網整

備及び高速道路建設が遅れていることを指摘し，政

府の対応を批判。与党「市民プラットフォーム」（ＰＯ）

は，ＥＵＲＯ２０１２に関連するインフラ８３事業の内，

２９事業が既に完了し，３６事業がＥＵＲＯ開催前に

完了し，残りの事業は年内には完了する見通しであ

るとし，一部事業計画が遅れていることを認めた。 

  

外    交 
 

コジェイ国家安全保障局長官がグルジアを訪問【２５

～２６日】 

２５～２６日，コジェイ国家安全保障局長官はグル

ジアを訪問。アジャリア自治共和国ヴァルシャロミゼ

行政長及びボケリア・グルジア国家安全保障会議事

務局長と会談し，ポーランド・グルジア間の安全保障

協力について協議。また，ＥＵ監視ミッション（ＥＵＭ

Ｍ）長を務めるティスキエヴィチ中将（ポーランド人）

及び２２名のポーランド隊員を訪問。 

 

中国・中欧経済フォーラム及び中国・中欧首相会合

の開催【２６日】 

２６日，ワルシャワにて中欧・中国経済フォーラム

が開催され，トゥスク首相，温家宝中国首相及び中

東欧諸国の企業関係者約１，４００名が出席。温家

宝首相は，中国と中東欧諸国との関係促進のため

の１２の施策を発表。また，同日開催された中欧首

相会合には，温家宝中国首相及び中東欧１６か国

の首相が参加し，経済・貿易関係の強化及び文化交

流の促進について協議した。 

 

コモロフスキ大統領及びトゥスク首相がサッカー欧州

選手権ボイコットの動きに反対する声明を発表【２～

３日】 

２日，コモロフスキ大統領は，サッカー欧州選手権

へのボイコットは，ウクライナの現情勢に対する政治

的意思表示として適切ではないと指摘し，国内外の

ボイコットの動きをけん制。３日，トゥスク首相は，サ

ッカー欧州選手権が何の障害もなく開催されること

がポーランドの利益であることを強調し，ボイコットに

反対する声明を発表。 

 

ヴィシェグラード４か国（Ｖ４）国防相会合開催【３～４

日】 

３～４日，シェモニャク国防相はチェコ・リトムニェ

ジツェ（Ｌｉｔｏｍｅｒｉｃｅ）で行われたヴィシェグラード・グ

ループ（Ｖ４）国防相会合に参加。４カ国の国防相

は，防衛協力，アフガニスタンへの対応，ＣＳＤＰ強

化へのＶ４としての関与等を謳った全１５項目にわた

る共同コミュニケを発表。 

 

コモロフスキ大統領がＶ４大統領会合に出席【５～６ 
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日】 

５日，コモロフスキ大統領はスロバキアで開催され

たヴィシェグラード・グループ（Ｖ４）大統領会合に出

席し，チェコ，スロバキアの大統領及び在スロバキ

ア・ハンガリー大使（注：大統領不在のため）とシカゴ

ＮＡＴＯサミット，サッカー欧州選手権，ウクライナ情

勢について協議した。 

 

コモロフスキ大統領がオランド仏次期大統領に祝意

を表明【７日】 

７日，コモロフスキ大統領はオランド仏次期大統領

と電話会談を行い，６日に行われた仏大統領選挙の

勝利に祝意を表明。コモロフスキ大統領は，オランド

次期大統領をポーランドへ招待するとともに，今月の

シカゴＮＡＴＯサミットでは個別の首脳会談を行う予

定。 

 

コモロフスキ大統領が国家安全保障戦略見直しを

総括【８日】 

８日，コモロフスキ大統領は国家安全保障戦略見

直しに関する総括会議において，「欧州に対する米

の関心がアジアに移りつつある中，国益について明

確に定義されていないことがポーランドの重大な問

題点」と発言。現在の計画に沿ったアフガニスタンか

らの速やかな撤収，欧州ＭＤに加え，自国による防 

 

 

 

空システム構築の必要性等を強調した。本会議の結

果は６月に取りまとめられ，これを元にポーランドとし

て初の安全保障に関する白書が編纂される見込

み。 

 

ノルウェー国王夫妻がポーランドを訪問【９日】 

９日，ノルウェーのハラルド５世国王夫妻がポーラ

ンドを訪問。コモロフスキ大統領と科学，文化，環境

保護，ＮＡＴＯ及び安全保障の分野における二国間

協力について協議した。 

 

シコルスキ外相がミャンマーを訪問【９日】 

９日，シコルスキ外相は，ミャンマーを公式訪問

し，テイン・セイン・ミャンマー大統領と会談。ポーラン

ドにおける民主化の経験共有，二国間関係について

協議した。また，民主化運動の指導者アウン・サン・

スー・チー女史と１０日に会談。同訪問にはポーラン

ドからビジネスマンも同行した。 

 

コモロフスキ大統領がウクライナ情勢に関する声明

を発表【９日】 

９日，コモロフスキ大統領は，ウクライナ当局及び

ウクライナの全ての政治勢力に対し，法律から政治

的決定に対して刑罰を科す規定を削除することを要

請。また，ウクライナ及び同地開催のサッカー欧州

選手権に対するボイコットに反対を表明。 

経    済 

ポーランドの法律がＥＵの原子力安全法に不整合

【２６日】 

欧州委員会はポーランドに対し，ポーランドの国

内法がＥＵ原子力安全指令を完全に反映したとの情

報を受け取っていないとの意見書を送付した。同指

令は２０１１年７月２２日までに加盟国によって実施さ

れなくてはならなかったもの。ギリシャ及びポルトガ

ルにも同様の意見書が送付されている。これら３カ

国には２ヶ月間の反論機会が与えられているが，仮

にＥＵ指令違反となった場合，欧州委員会より欧州

司法裁判所に提訴され，財政罰が与えられる可能

性がある。 

 

エネア社がコジェニツェ火力発電所に入札する方向

【２６日】 

エネア社が建設を予定しているコジェニツェ火力

発電所（石炭火力，出力１ＧＷ×２基，６０億ズロチ

相当）の入札には３社が参加している。現在のところ，

ポリメックス－モストスタル社と日立社のコンソーシ

アム及び中国国家電力エンジニアリング社と中国海

外エンジニアリング･グループ社のコンソーシアムの

２社に絞られている。前者は６２．８億ズロチ，後者は

６１．６億ズロチを提示しているが，前者の方がより

早い建設完了とよりよい保障を提案している。３社の

内のもう１社のアルストム社は，要求水準があまりに

も厳しすぎるとして応札を断念している。 

 

国営企業５社によるシェール･ガスの共同開発合意

【２６日】 

ＰＧＮｉＧ社（ガス公社），ＰＧＥ社，タウロン社，エネ

ア社（以上国営電力会社），及びＫＧＨＭ社（国営銅

鉱業大手）が，ヴェイヘロヴォ（Ｗｅｊｈｅｒｏｗｏ）鉱区

（ポーランド北部グダンスク近郊）におけるシェール･

ガスの共同開発に関するＬＯＩ（Ｌｅｔｔｅｒ ｏｆ Ｉｎｔｅｎｔ）

に署名した。６月末に最終合意する予定となっている。

同鉱区はＰＧＮｉＧが保有する１５の鉱区の一つで，２

０１０年より開発が開始され，相当の埋蔵量があるこ

とが見込まれている。 

 

サポニス社の試掘結果に基づくポーランドのシェー

ル･ガス埋蔵量の推定値【３０日】 

サポニス社がポモルスキエ県に所有する３か所の

シェール・ガス鉱区で試掘を行った結果，同鉱床の

ガス埋蔵量は１，２８０億～３，７６０億㎥，採掘可能 
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な埋蔵量は２５０億～７５０億㎥に達すると推定。こ

れまでの埋蔵量の推定値は地質調査に基づくもの

であったが，今回は試掘に基づく初めての推定値。

他の地域でサポニス社の３つの鉱区と同様の試掘

結果が出るとすることは現実的ではないが，ポーラ

ンドの全てのシェール・ガス鉱区が同程度の埋蔵量

を有していると仮定した場合，埋蔵量は１兆～３兆㎥

になる（米国エネルギー情報局の調査では５．３兆

㎥）。 

 

購買担当者指数（PMI）が減少傾向【４日】 

ポーランドの購買担当者指数（PMI）は，３月の５０．

１ポイントから４９．２ポイントに減少。３月時点から弱

含みで景気悪化の兆候が見られるとＨＳＢＣは報じ

ている。新規発注数は，３ヶ月間減少し，２００９年６

月以来の落ち込みとなっており，直近のデータは輸

出市場の需要も減少していることを示している。 

 

財務省が円建てサムライ債の発行を計画【４日】 

財務省が５年もの円建てサムライ債を５月中に発

行予定。ラズィヴィウ財務次官はＰＡＰ紙に対し，円

建てのポーランド国債を，機関的投資家を対象に発

行する計画であると述べた。財務省は，２０１１年６

月にも日本の民間投資家に２５０億円相当の４年も

ののサムライ債を発行している。 

 

ＩＴメーカーの業績が好調【７日】 

経済危機にもかかわらず，ポーランドＩＴメーカーの

外国市場での販売額が上昇している。２０１１年には

販売額が５５億ズロチに達し，一昨年よりも１０％以

上の上昇となった。ＩＴ企業関係者は同分野では直ち

に景気減速の影響を受けにくく，今年も二桁台の成

長が見込めると述べている。ポーランドの企業は，

周辺機器，内部部品を販売しているほか，ゲームや

マルチメディアでも常に進化を続けている。昨年のＣ

Ｄ Ｐｒｏｊｅｃｔ ＲＥＤ社の売り上げは８千万ズロチに達

している。 

 

最低賃金額が改正される予定【７日】 

２０１３年１月１日以降，国内最低賃金が１００ズロ

チ上昇し，１，５９９ズロチになる予定であると，ジェン

ニック・ガゼタ・プラヴナ紙が報じている。最低賃金法

の改正により，賃金の上積みが義務付けられる。法

律では，インフレ予測とＧＤＰ成長率の３分の２の増

加分を賃金に反映させることになっているが，最終

的な最低賃金は，国と労働組合との交渉によって決

定される。政府は６月１５日までに提案を公表しなけ

ればならない。 

 

サヴィツキ農業相，韓国への食品輸出促進に関心 

【７日】 

 

７日，サヴィツキ農業相は韓国・ソウルで開催され

たポーランド食品産業セミナーに出席し，昨年４５百

万ユーロの食品を韓国に輸出したことを踏まえ，今

後更に輸出を増加させたい旨コメント。同相は，セミ

ナーにおいて，韓国はＥＵにとって４番目に大きい貿

易相手国であるとし，韓国食品企業にポーランドへ

の投資促進を呼びかけた。 

 

ポーランド企業の外国直接投資の動向【７日】 

大手コンサルティングのＰＷＣ社は，２０１１年のポ

ーランド企業の外国直接投資は７０億米ドルで，一

昨年より１５億米ドル上昇したと報じている。また，７

日に開催されたＰｏｌｉｓｈ Ｃｈａｍｐｉｏｎプログラムの会

合で，海外投資情報庁のマイマン総裁は，ポーラン

ドの大手企業の１８％は外国で製品を提供しており，

このうち６１％は業務を拡大する意向がある。また，

ポーランド企業の海外投資は２０００年から２０１１年

時点までの累計で４５０億米ドルに達し，英国，チェ

コ，ドイツへの投資が多いと述べた。 

 

ポーランド国鉄グループのＰＫＰ ＰＬＫ社新会長が

軌道改修事業の推進を表明【７日】 

ポーランド国鉄グループのＰＫＰ ＰＬＫ社のパスキ

ェイヴィチ新会長は，ＥＵ資金を鉄道の軌道改修事

業に利用することを決定した。９路線の投資リストは，

１５０百万ズロチから５５０百万ズロチと幅広い。同社

は，２０１４年までに２５億ズロチを費やす予定である。

このほか，２３０箇所に及ぶ交差点での安全施設改

修，シレジア貨物鉄道の維持（５００百万ズロチ）を計

画している。 

 

民営化に関するポーランド航空とトルコ航空の協議

が開始【８日】 

ポーランド航空（LOT）の役員とトルコ航空代表が

ＬＯＴ買収の可能性について数日かけて協議すると

国有財産省は発表した。トルコ航空の監督役員会の

ハムディ・トプチュ・チェアマンは，双方とも買収合意

に近づいている旨イスタンブールで述べたことをブル

ームバーグ社が報じている。同氏は，一ヶ月以内に

交渉は決定されるだろうと述べている。この報道に

対し，コボス国有財産省広報官は，まずは民営化ア

ドバイザーの任命をしなければならず，これは早くと

も５月の第３週となるため，一ヶ月以内の買収は難し

いだろうとの見解を述べた。 

 

金融監督委員会がタランクス社によるＴＵエウロパ

の買収に同意【８日】 

金融監督委員会（KNF）は，日本の明治安田生命

との提携先であるドイツのタランクス社によるＴＵエウ

ロパによる買収に同意した。また，タランクス社は，

Ｗａｒｔａ社の買収の金融監督委員会からの承認を待 
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っている。２社の買収が完了されれば，タランクス社

はポーランド保険業界の第２位に躍進する。今後，タ

ランクス社は金融監督委員会の政策により，ワルシ

ャワ証券取引所に上場する義務が生じ，同社は，ポ

ーランドでの買収を終えてから２年の間にワルシャワ

証券取引所に上場することを表明している。 

 

３年後に電力不足に陥る可能性【８日】 

エネルギー規制局（ＵＲＥ）は，もし電力会社が発

電所の新規投資及び更新投資を予定通りに終える

ことができない場合，２０１５年以降ポーランドは電力

供給不足に陥るだろうとの悲観的なシナリオを指摘

している。ＵＲＥは，２０１１年の合計発電出力は前年

比４．５％上昇し約３７ＧＷとなった一方，電力需要

は前年実績を下回ったと発表したが，将来的には電

力需要が再度拡大していくとみている。他方，電力を

供給する大手電力会社が更新投資のためにいくつ

かの発電所を停止する一方，２０１６年以前に新規

火力発電所の建設投資が完了する見込みはない。 

 

このため，電力供給不足の懸念に対し，送電会社の

ＰＳＥオペレーター社は電力輸入の拡大を可能とす

べく新規の国際送電線を敷設することを表明してお

り，２０１１年から２０１５年における送電網の投資は

３４億ズロチになると見込まれている。 

 

金融政策委員会が主要金利上昇を決定【９日】 

９日，金融政策委員会（ＲＰＰ）は，主要金利を０．

２５％上昇させることを決定した。今次，金融政策委

員会の決定は，ポーランド中央銀行の基準金利が４．

７５％，有価証券担保貸付金利が６．２５％，貯金利

率が３．２５％，公定歩合が５．０％になることを意味

している。ポーランド中央銀行が定めた中期目標以

上のインフレ高進リスクがあり，今後のデータによっ

ては，政策金利が見直される可能性が排除されない

ことを付言した。３月時点の年間消費者物価指数は，

３．９％に落ち込んだが，中央銀行目標値である２．

５％を遥かに上回ったままである。 

 

  

社    会 
 

川口淳一郎・宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）教授

による講演【８日】 

８日，小惑星探査機「はやぶさ」のプロジェクト・マ

ネージャーとして知られる川口淳一郎・宇宙航空研

究開発機構（ＪＡＸＡ）教授がポーランドを訪問し，ワ

ルシャワ大学図書館で「『はやぶさ』が挑んだ世界初

の往復宇宙旅行 その７年間の歩み」と題する講演

を行った。本講演は，三井物産が社会貢献活動の一

つとしてワルシャワ大学日本学科に新たに開設した

冠講座の第３回。今回の講演にはワルシャワ大学日

本学科及び物理学科の学生を中心に約２００名が参

加し，川口教授のユーモア溢れる説明に聞き入ると

ともに，講演後は熱心な質疑が交わされた。 

 

  

大使館からのお知らせ 
 

サッカー欧州選手権２０１２期間中の注意事項について 

 当館ＨＰ上に，「サッカー欧州選手権２０１２期間中の注意事項」を掲載いたしました。詳しくは，下記ＨＰをご

覧下さい。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/j_20120426.htm 

 

クラクフ領事出張サービスについて 

大使館は，５月１９日（土）１０時から１３時までの間，ＫＯＳＳＡＫ ＨＯＴＥＬ（Plac. Kossaka 1, 31-106, Krakow）

において，領事出張サービスを実施します。詳しくは，下記ＨＰをご覧下さい。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/j_20120519.htm 

 

平成２４年度分教科書の配付について 

大使館では，ポーランド在住の邦人子女を対象に，平成２４年度分教科書を配付いたします（ワルシャワ日

本人学校に通学しているお子様には学校から配付されますので，今回の配付の対象とはなりません）。詳しく

は下記ＨＰをご覧ください。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/j_20120201.html 

 

東日本大震災義捐金受付について 

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２４年９月３０日（日）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。 
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http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm 

 

文化行事・大使館関連行事 
 

〔予定〕 日本の緑の日・子供の日 【５月１２日（土）～１３日（日）】 

ウッジにて，ウッジ日本語・日本文化センター主催により，日本の緑の日・子供の日が開催されます。凧・書

道・折り紙・綾取り等のワークショップ，日本武道のデモンストレーション，日本文化に関する講演等のイベント

が予定されています。 

問合せ先：ウッジ日本語・日本文化センター（住所：Pl. Wolnosci 14 s.325, Lodz,ホームページ：

http://bunka.org.pl/） 

開催場所：Ogrod Botaniczny (住所：Krzemieniecka 36/38，Lodz，電話番号：42 688 44 20，Ｅメール：

sekretariat@botaniczny.lodz.pl，ホームページ：http://www.botaniczny.lodz.pl/aktualnosci.html) 

 

〔予定〕日本文化フェスティバル「メイド・イン・ジャパン」 【５月１４日（月）】 

クラクフにて，クラクフ経済大学学生議会及びクラクフ経済大学ＩｖｅｎＴｕｒ観光サークル主催により，「メイド・イ

ン・ジャパン」日本文化フェスティバルが開催されます。日本食の試食，茶道・武道のデモンストレーション，日

本に関する講演，折り紙・書道・生花のワークショップ等のイベントが予定されています。 

問合せ先：ザネタ・ザトルスカ氏 プロジェクト・コオディネータ（電話番号：+48 502 955 930，Ｅメール：

zaneta.zatorska@psuek.pl，ホームページ：http://juwenaliauek.pl/made-in-japan/made-in-japan/） 

開催場所：クラクフ経済大学（Ｕｎｉｗｅｒｓｙｔｅｔ Ｅｋｏｎｏｍｉｃｚｎｙ ｗ Ｋｒａｋｏｗｉｅ）(住所：Rakowicka 27, Ｋｒａｋｏｗ， 

電話番号：12 293 5700，ホームページ：http://uekwww.uek.krakow.pl/) 

 

〔予定〕 第３回若者祭「国境なし」 【５月２２日（火）～２６日（土）】 

ルジアニストクにて，サレジオ会養護施設主催により，「国境なし」 第３回若者祭が開催されます。文化交流

の目的で世界各国から若者が参加します。様々なコンサート，ワークショップが行われます。５月２４日（木）に

は日本デーが予定されており，三味線，琴，尺八のコンサートや日本武道のデモンストレーションが行われま

す。 

問合せ先・開催場所：サレジオ会養護施設（住所：Rozanystok 13B, 16-200 Dabrowa Bialostocka，電話番号：

85 712-84-08 ， Ｅ メ ー ル ： biuro@festiwalbezgranic.pl ， ホ ー ム ペ ー ジ ：

http://www.festiwalbezgranic.pl/home.html ，http://www.rozanystok-salezjanie.pl/） 

 

 

 

 

この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく, 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                             

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

在ポーランド日本国大使館 newsmail@emb-japan.pl 

（ご連絡は電子メールでお願いします。） 


